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ステークスホルダー（組織の利害関係者）

正会員

支援者（賛助会員、後援団体、財団など）

サービス利用者

職員（ボランティアも含む）

事業パートナー（企業、行政、他団体など）

いつチェックしているのか

総会で／会報や事業報告をみて

ホームページや事業報告をみて

サービス利用時や問い合わせ時に

日々の活動を通じて

協働事業を通じて／新聞記事をみて



会　　員

利 用 者

ボランティア

財　　団

企　　業

行　　政

職　　員

その他
（例：マスコミ）
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未整備の組織� 究極の組織�

迷子の組織� 模索する組織�

成果 十分�

成果 不十分�

組織基盤 弱い� 組織基盤 強い�

● 組織として取り組むべきミッションと事
業が明確で、成果も上げているが、マン
パワーや資金が不足している状態。�

● 仕事の負担が一部の人に偏りがちで意
思疎通がなくなり、これが続くと燃え尽
きたりしがち。�

【解決】⇒身の丈にあった仕事をができる
よう、計画と体制を整え直すことが必要。�

● しっかりしたビジョンと体制が築かれて 
いる。�

【課題】⇒将来の状況変化を予測し、次
のリーダーやスタッフを育てることが課題。�

● 組織の進むべき方向が岐路に立たされ
ている状態。�

● 環境の変化に合わせて事業や組織をど
う変えるのかが大きなテーマ。�

● 方向性を巡り意見が対立することもある。�
【解決】⇒原点に立ち返り、新たなビジョ
ンを定め、体制を再構築。関係者の意向
の把握や、自由に話せる雰囲気が重要。�

● ミッションやビジョン、意志決定のルール
について合意が不十分で組織がまとま
っていない状態。�

● 「誰かが勝手なことをしている」といった
発言が出ることも。�

【解決】⇒ミッションやルールについて取り
決めをつくり、目標と役割を決め、実際に動
く人の権限と責任の合意と明確化が重要。�
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1.方針（背骨）�

2.判断力（五感）�

3.パワー（足腰）�

6.バランス（内臓）�

5.人間関係（ハート）�

4.風通し（血液）�
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ＮＰＯ

プロスポーツ

主な役割

会員

サポーター

成果を期待し
応援

理事

経営者

方針と人事を
決定

支援者

スポンサー

資金援助

事務局長

監督

組織編成・
戦術を決定

スタッフ

プレイヤー

役割を担い
チームに貢献



●組織を生活費を得る場と捉える職員と、運動体と
捉える役員の間での意識のズレ

●ミッション（運動）と事業の採算性をめぐる考え方の
ズレ

●運動方針や他組織との関係性において、急進的な
意見と協調関係を維持しようとする意見が衝突

↓
○話し合いをして方針について合意をつくる

●資金確保や事業の失敗、事業の赤字拡大
↓

○事業に計画性を持たせ、経費を削減し収益目標達
成を重視する

○財政担当理事をおき、収支状況をチェックする
資金繰り表も作成する

○特定の委託事業などに依存しすぎないようにし、売
れる「商品」をつくる

○会費や自主事業で一定の安定財源をつくる

●所轄庁、法務局や労務、税務関係機関への書類の
出し忘れ

●経理上のミス、書類の紛失、契約や各種義務の不
履行

●定款から逸脱していると指摘をうける
↓

○わからないことは調べてマニュアルをつくる
○担当者と責任者（チェックする人）をおき、正しく実
施されたか確認するルールをつくる

○担当が替わっても引き継げるよう文書化する
○共通経費按分基準や必要な経理規定をつくる
○必要であれば定款の見直しを検討する

●利害が競合する業界等からの圧力、中傷
●各種トラブル、事故、クレーム、情報漏えい

↓
○必要な保険に加入
○相談先を確保しておく（支援センター、税理士、経
験豊富な団体など）

○個人情報保護対策、ＰＣのウイルス対策も重要

●理事が事務局の提案を一方的に否定　
●事務局が理事会の同意も得ずに事業を遂行
●あとから組織に入り内情を知った人が、理事の怠慢
を指摘し対立

↓
○目標を共有し、役割、権限、責任、意思決定のルー
ルを再度明確にする

○反省すべきことは互いに改めて信頼関係を修復
必要なら人選し直す

●会員総会や事業への参加率が低下
会費未納者が増加

↓　
○会員台帳をまめに更新、個別のケア、気遣いをする
○会員の立場にたって知りたい情報や参加の機会を
つくる

●法制度の変更などが事業に影響を及ぼすこともある
↓

○関係する制度変更の動向や同じ分野の団体の動向
を把握して自団体の方針を検討し、早めに準備する

●課題　○解決策
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